
 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省は職場で妊娠や出産を理由に女性

労働者に退職を迫るなど、不利益を与えるマタ

ニティーハラスメントについて５月２９日ま

でに、是正指導や勧告に従わない企業名を公表

することなどを徹底する方針を全国の労働局

に指示しました。厚生労働省は今年３月にマタ

ハラの判断基準について「原則として妊娠、出

産などから１年以内に女性が不利益な取り扱

いを受けた場合は直ちに違法と判断すること」

を明確に示しており、今回の指示は、企業名の

公表も含めて、この判断基準に基づく指導など

を徹底することでマタハラの防止を図るのが

ねらいです。 

 

 

 

厚生労働省は６月２５日、職場でのストレスが

原因でうつ病などの精神疾患を発症し２０１

４年度に労災認定された人は４９７人に上る

と発表した。このうち自殺者（未遂含む）は９

９人。発症者・自殺者とも１９８３年度の調査

開始以降、最多となった。 

労災認定者を業種別にみるとトラック運転手

などの「道路貨物運送業」が最多の４１人で「社

会保険・社会福祉・介護事業」が３２人「医療

業」２７人と続いた。 

自殺・自殺未遂の内訳は男性９７人、女性２人 

原因とみられる出来事は、「仕事の内容や量に

変化があった」が２０人、「１ヶ月に８０時間

以上の時間外労働を行った」が１３人、「会社

の経営に影響をするなどの重大なミスをした」

が９人、「顧客や取引先からのクレーム」が６

人があった。一方、過重労働が原因で脳や心臓 

 

 

 

 

 

 

 

の病気にかかり、労災認定された人は２７７人。

このうち過労死は１２１人で１３年連続１０

０人を超えた。死亡者は４０歳代が最も多く４

２人。次いで５０歳代も４０人で中高年が目立

った。 

 

 

日本年金機構は５月２８日、外部からのウイル

スメールによる不正アクセスにより、職員のパ

ソコンから年金に関わる個人情報が流出して

いたことを公表いたしました。流出した情報は、

基礎年金番号、氏名、生年月日、住所の４種類。

機構によると、情報流出の該当者は受給者が５

２万８７９５人で、加入者が４８万５８５８人。

都道府県別では大阪府が９万６８８４人で最

も多く、東京都の９万６１７２人、神奈川県の

７万３８２６人が続いた。また約１１６万７千

件としていた住所をのぞく３情報は、９６万８

９８１人分が流出し、大阪府（９万６４０６人）

が最多だった。さらに生年月日をのぞく２情報

は約３万１千件で３万３７０人分が流出し、和

歌山県（１万４０６４人）が最多。すでに確定

していた全４情報については、約５万２千件で

１万５３０２人分が漏れ、沖縄県（６８１３人）

が最も多かったことを公表した。 

専門電話窓口  ０１２０-８１８２１１ 

受付時間８：３０～２１：００(平日及び土日） 
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業務内容 
労働・社会保険の書類作成及び提出代行 

労使間トラブルの相談 （急増中） 

就業規則等の人事制度構築 

各種助成金の紹介、書類作成、提出代行 

個別年金相談（老齢・障害・遺族） 

給与計算サービス（月次・賞与・年末調整） 

マタハラ企業を是正指導へ 

日本年金機構の情報流出問題 

心の病 労災自殺 最多９９人 

（読売新聞） 

 


